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【1】 CTBT 準 備 機 構 ホ ー ム ペ ー ジ  (http://ctbto.org/nuclear-testing/history-of-nuclear-
testing/world-overview/): Nuclear Testing> World overview 

【2】 外務省ホームページ（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/1966/s41-2-1.htm） 
【3】 INFCIRC/140 

（https://www.iaea.org/sites/default/files/publications/documents/infcircs/1970/infcirc140.p
df）原子力白書 S51（http://www.aec.go.jp/jicst/NC/about/hakusho/wp1976/index.htm） 

【4】 国連 HP: Status of the Treaty（http://disarmament.un.org/treaties/t/npt） 
【5】 United Nations Office for Disarmament Affair,1995 Review Conf.（https://unoda-web.s3-

accelerate.amazonaws.com/wp-content/uploads/assets/WMD/Nuclear/1995-
NPT/pdf/NPT_CONF199503.pdf） 

【6】 United Nations Office for Disarmament Affair, 1975 NPT Review Conference 
(https://unoda-web.s3-accelerate.amazonaws.com/wp-
content/uploads/assets/WMD/Nuclear/pdf/finaldocs/1975%20-%20Geneva%20-
%20NPT%20Review%20Conference%20-%20Final%20Document%20Part%20I.pdf） 

【7】 原子力白書 昭和 55 年版, 第 4 章 国際関係活動, (4) NPT 再検討会議
（http://www.aec.go.jp/jicst/NC/about/hakusho/wp1980/sb2040304.htm） 

【8】 同上 昭和 60 年版, 第 9 章 核不拡散, (3) NPT 再検討会議
（http://www.aec.go.jp/jicst/NC/about/hakusho/wp1985/sb3090203.htm） 

【9】 同上 平成 2 年版, 第 9 章 核不拡散, (2) NPT 再検討会議
（http://www.aec.go.jp/jicst/NC/about/hakusho/wp1990/sb2090202.htm） 

【10】 同上 平成 7 年版, 第 1 章 原子力開発利用の推進をめぐる諸課題, (1) NPT 再検討・延
長会議（http://www.aec.go.jp/jicst/NC/about/hakusho/wp1995/sb1010101.htm） 

【11】 外務省 HP: 軍縮・不拡散> 2000 年 NPT 運用検討会議最終文書の概要
（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaku/npt/saisyu.html） 

【12】 外務省 HP: 軍縮・不拡散> 2005 年 NPT 運用検討会議の概要と評価
（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaku/npt/kaigi05_gh.html） 

【13】 外務省 HP: 軍縮・不拡散> 2010 年 NPT 運用検討会議概要と評価
（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaku/npt/kaigi10_gh.html） 

【14】外務省 HP: 軍縮・不拡散> 2015 年 NPT 運用検討会議概要と評価
（http://www.mofa.go.jp/mofaj/dns/ac_d/page4_001201.html） 

【15】 外務省 HP: 日本の軍縮・不拡散外交> 第 2 部 地域の不拡散問題と日本の取組> 第 1
章 北朝鮮

【16】 戸崎,「北朝鮮核問題と核不拡散体制」(北朝鮮核問題の展望、日本国際問題研究所) 
【17】 外務省 HP: 報道・広報> 談話・コメント> 北朝鮮のミサイル発射に関する国連安保理決

議 1695 の採択について 
【18】 『原子力白書 1969 年版』付録 IV 核兵器不拡散条約関係資料 
【19】 『第 63 回国会衆議院会議録』第 4 号 18 頁（1970.2.17）佐藤榮作首相答弁 
【20】 『第 63 回国会参議院外務委員会会議録』第 4 号 9 頁(1970.3.17) 愛知揆一外相答弁 
【21】 『第 63 回国会衆議院外務委員会議録』第 12 号 2 頁（1970.4.27）愛知揆一外相答弁 
【22】 『外交青書 1977 年版下巻』資料 3.日本政府が関与した重要共同コミュニケ及びその他

の外交文書, (2)多数国間関係(イ) 
【23】 『第 57 回国会衆議院予算委員会議録』第 2 号 8 頁（1967.12.11）佐藤榮作首相答弁 
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【24】 『第 67 回国会衆議院会議録』第 18 号 16 頁（1971.11.24） 
【25】 『第 77 回国会衆議院外務委員会議録』第 5 号 4 頁（1976.4.27） 
【26】 『第 77 回国会参議院外務委員会会議録』第 8 号 30 頁（1976.5.21） 
【27】 『第 84 回国会衆議院会議録』第 33 号 1 頁（1978.5.23） 
【28】 『第 94 回国会衆議院外務委員会議録』第 20 号 4 頁（1981.6.5） 
【29】 『第 96 回国会衆議院会議録』第 23 号 1 頁（1982.5.27） 
【30】 『第 96 回国会参議院会議録』第 19 号 1 頁（1982.5.28） 
【31】 外務省 HP: 各国・地域情勢> 北米> 日米安全保障体制 
【32】 『第 58 回国会衆議院会議録』第 3 号 7 頁（1968.1.30）佐藤榮作首相答弁 
【33】 『第 67 回国会衆議院会議録』第 18 号 20 頁（1971.11.24）佐藤榮作首相答弁 
【34】 『第 98 回国会衆議院会議録』第 12 号 5 頁（1983.3.18）中曽根康弘首相答弁 
【35】 『第 77 回国会衆議院外務委員会議録』第 3 号 16 頁（1976.3.5）宮澤喜一外相答弁 
【36】 『第 91 回国会衆議院会議録』第 4 号 14 頁（1980.1.29）大平正芳首相答弁 
【37】 『第 91 回国会参議院会議録』第 4 号 10 頁（1980.1.30）大平正芳首相答弁 
【38】 『外交青書 1976 年版下巻』資料 2 節 わが国が行った重要演説 (2) 
【39】 『原子力白書 1980 年版』第 III 部 資料編, 5.第 2 回核不拡散条約再検討会議における

日本代表大川大使一般演説 
【40】 『外交青書 1996 年版』第 1 章 総括, 6.核軍縮・不拡散をめぐる動き 
【41】 『外交青書 2001 年版』第 2 章 分野ごとの日本外交, 2.世界の平和と安定, (3)軍備管理・

軍縮・不拡散 
【42】 2005 年 NPT 運用検討会議：日本の提案「21 世紀のための 21 の措置」（外務省 HP）

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaku/npt/j_teian.html 
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